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 Ⅴ-1 説明書 

  Ⅴ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

   Ⅴ-1-1-5 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

    Ⅴ-1-1-5-8 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属施設） 

Ⅴ-1-1-5-8-1 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属

施設（非常用電源設備）） 

 

 Ⅴ-5 図面 

 9. その他発電用原子炉の附属施設 

  9.1 非常用電源設備 

   9.1.1 非常用発電装置 

    9.1.1.1 非常用ディーゼル発電設備 

・第 9-1-1-1-1-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る機器の配置を明示した図面（その 1） 

・第 9-1-1-1-1-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る機器の配置を明示した図面（その 2） 

・第 9-1-1-1-1-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る機器の配置を明示した図面（その 3） 

・第 9-1-1-1-1-4 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る機器の配置を明示した図面（その 4） 

・第 9-1-1-1-2-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

1） 

・第 9-1-1-1-2-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

2） 

・第 9-1-1-1-2-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

3） 

・第 9-1-1-1-2-4 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

4） 

・第 9-1-1-1-2-5 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

5） 

・第 9-1-1-1-2-6 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

6） 



・第 9-1-1-1-2-7 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

7） 

・第 9-1-1-1-2-8 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

8） 

・第 9-1-1-1-2-9 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（その

9） 

・第 9-1-1-1-2-10 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非

常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（そ

の 10） 

・第 9-1-1-1-2-11 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非

常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（そ

の 11） 

・第 9-1-1-1-2-12 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非

常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（そ

の 12） 

・第 9-1-1-1-2-13 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非

常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（そ

の 13） 

・第 9-1-1-1-2-14 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非

常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面（そ

の 14） 

・第 9-1-1-1-3-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の系統図（その 1）（設計基準対象施設） 

・第 9-1-1-1-3-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の系統図（その 2）（燃料油系）（設計基準対

象施設） 

・第 9-1-1-1-3-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の系統図（その 3）（重大事故等対処設備） 

・第 9-1-1-1-3-4 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の系統図（その 4）（燃料油系）（重大事故等

対処設備） 

・第 9-1-1-1-4-1 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 ディーゼル機関 

・第 9-1-1-1-4-2 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 空気だめ 



・第 9-1-1-1-4-3 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 空気圧縮機 

・第 9-1-1-1-4-4 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 燃料ディタンク 

・第 9-1-1-1-4-5 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 燃料移送ポンプ 

・第 9-1-1-1-4-6 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 軽油タンク（その 1） 

・第 9-1-1-1-4-7 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 軽油タンク（その 2） 

・第 9-1-1-1-4-8 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 発電機 

・第 9-1-1-1-4-9 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常

用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 励磁装置 

・第 9-1-1-1-4-10 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非

常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 保護継電装置 
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2. 非常用発電装置 

 2.1 非常用ディーゼル発電設備 

  2.1.1 内燃機関 

   2.1.1.1 内燃機関 

名 称 ディーゼル機関 

機 関 個 数 ― 3 

過 給 機 個 数 ― 6（ディーゼル機関 1個につき 2） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

非常用ディーゼル発電設備の一部であるディーゼル機関は，設計基準対象施設として設計基準

事故時に発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な装置の機能を維持するため，運転時

の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において工学的安全施設及び設計基準事故に対処する

ための設備がその機能を確保するために必要な電力を供給し，工学的安全施設等の設備が必要と

する電源が所定の時間内に所定の電圧に到達し，継続的に電力を供給する非常用ディーゼル発電

設備を運転するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用するディー

ゼル機関は，以下の機能を有する。 

 

ディーゼル機関は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した

場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運

転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保す

るために必要な発電機を駆動するために設置する。 

ディーゼル機関は，重大事故等対処設備へ給電する発電機を駆動できる設計とする。 

 

1. 機関個数 

ディーゼル機関は，設計基準対象施設として工学的安全施設等の設備が必要とする電力を供

給するために必要な個数として各系列に 1個とし，合計 3個設置する。 

 

重大事故等時に使用するディーゼル機関は，設計基準対象施設として 3個設置しているもの

を重大事故等対処設備として使用する。 

 

2. 過給機個数 

ディーゼル機関の過給機は，設計基準対象施設として非常用ディーゼル発電設備を運転する

機関に必要な個数であるディーゼル機関 1個につき 2個とし，合計 6個設置する。 
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重大事故等時に使用するディーゼル機関の過給機は，設計基準対象施設として 6個設置して

いるものを重大事故等対処設備として使用する。 
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   2.1.1.2 内燃機関に附属する冷却水設備 

名 称 機関付清水ポンプ 

容 量 m3/h/個 以上(  )  

個 数 ― 3（ディーゼル機関 1個につき 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

機関付清水ポンプは，設計基準対象施設としてディーゼル発電設備のうち，ディーゼル機関（シ

リンダ部）を直接冷却する冷却水設備であり，ディーゼル機関運転時に燃料の燃焼により発熱す

るディーゼル機関高温部への冷却水を確保するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する機関付清

水ポンプは，以下の機能を有する。 

 

機関付清水ポンプは，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生し

た場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び

運転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給す

る非常用ディーゼル発電設備のディーゼル機関を冷却するために設置する。 

機関付清水ポンプは，ディーゼル機関（シリンダ部）へ冷却水を供給し，シリンダ部を直接冷

却できる設計とする。 

 

1. 容量 

設計基準対象施設として使用する機関付清水ポンプの容量は，機関の発熱を充分に除去でき

る容量とする。 

機関付清水ポンプの必要容量は，下記のように求める。 

 

Ｑ＝ Ｌ／ΔＴ／ρ／Ｃp  

   

Ｌ  ： 熱負荷 (kJ/h) ＝ （kcal/h）×4.186（kJ/kcal）（メーカ実績より） 

ΔＴ ： 出入口温度差 (K) ＝  

ρ  ： 冷却水の比重 (kg/m3) ＝1000 

Ｃp  ： 冷却水の比熱 (kJ/(kg･K)) ＝1（kcal/kg･K）×4.186（kJ/kcal） 

Ｑ   ： 必要容量 (m3/h) 

 

Ｑ＝ （  ×4.186）／  ／1000／（1×4.186）＝  m3/h  

 

以上より，機関付清水ポンプの容量は，  m3/h を上回る容量として，  m3/h/個以上とす
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る。 

 

機関付清水ポンプを重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象施設と同様

の使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，  m3/h/個以上とする。 

 

公称値については要求される値と同じ  m3/h/個とする。 

 

2. 個数 

機関付清水ポンプは，設計基準対象施設としてディーゼル機関高温部への冷却水を確保する

ために必要な個数であるディーゼル機関 1個につき 1個とし,合計 3個設置する。 

 

重大事故等時に使用する機関付清水ポンプは，設計基準対象施設として 3 個設置しているも

のを重大事故等対処設備として使用する。 
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   2.1.1.3 内燃機関に附属する空気圧縮設備 

    2.1.1.3.1 空気だめ 

名 称 空気だめ 

容 量 m3/個 2.2 以上(3) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 3.24 

最 高 使 用 温 度 ℃ 90 

個 数 ― 6（ディーゼル機関 1個につき 2） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

空気だめは，設計基準対象施設としてディーゼル機関自動始動のための圧縮空気を蓄えるため

に設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する空気だ

めは，以下の機能を有する。 

 

空気だめは，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合に

おいて炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中

における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給する非常用

ディーゼル発電設備のディーゼル機関を自動始動可能とするために設置する。 

空気だめは，ディーゼル機関を始動できる圧力及び容量の圧縮空気を貯蔵し，始動時にディー

ゼル機関へ始動空気を送ることができる設計とする。 

 

1. 容量 

設計基準対象施設として使用する空気だめの容量は，ディーゼル機関における始動用空気系

統の設計仕様に基づき，ディーゼル機関の自動始動が 8 回可能な容量とする。 

上記の条件を満足する空気だめの必要容量は，下記のように求める。 

 

Ｖ ＝ 
Ｐ０ＱＮ 

＝ 
1×9.80665×10-2×  × 8 

＝ 2.2 m3 
Ｐ1 － Ｐ2 31×9.80665×10-2 － ×9.80665×10-2 

 

Ｖ  ：必要空気だめ容量 (m3) 

Ｑ  ：自動始動 1 回に要する平均空気量 (m3) ＝ （メーカ実績より） 

Ｎ  ：始動回数 (回) ＝ 8 

Ｐ１ ：空気だめの定格圧力 (MPa［abs］) ＝ 31（kg/cm2）×9.80665×10-2（cm/s2） 

Ｐ２ ：8 回始動後の圧力 (MPa［abs］) ＝ （kg/cm2）×9.80665×10-2（cm/s2） 

（メーカ実績より） 
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Ｐ０ ：大気圧 (MPa［abs］) ＝1（kg/cm2）×9.80665×10-2（cm/s2） 

 

以上より，空気だめの容量は，2.2m3 を上回る容量として，1 個当たり 2.2m3/個以上（2 個

4.4m3/個以上）とする。 

 

空気だめを重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象施設と同様の使用方

法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，1 個当たり 2.2m3/個以上（2 個で 4.4m3/

個以上）とする。 

 

公称値については，要求される容量を上回る 3m3/個（2個で 6m3/個）とする。 

 

2. 最高使用圧力 

設計基準対象施設として使用する空気だめの最高使用圧力は，空気圧縮機の吐出圧力  

MPa を上回る 3.24MPa とする。 

 

空気だめを重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象施設と同様の使用方

法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，3.24MPa とする。 

 

3. 最高使用温度 

設計基準対象施設として使用する空気だめの最高使用温度は，空気圧縮機の吐出空気温度が

約  ℃であることから，これを上回る温度として，90℃とする。 

 

空気だめを重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象施設と同様の使用方

法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，90℃とする。 

 

4. 個数 

空気だめは，設計基準対象施設としてディーゼル機関自動始動が 8回可能な圧縮空気を蓄え

るために必要な個数であるディーゼル機関1個当たり1個に余裕を加えたディーゼル機関1個

当たり 2個とし，合計 6個設置する。 

 

重大事故等時に使用する空気だめは，設計基準対象施設として合計 6個設置しているものを

重大事故等対処設備として使用する。 
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    2.1.1.3.2 空気だめの安全弁 

名 称 空気だめの安全弁 

吹 出 圧 力 MPa 3.24 

個 数 ― 6（空気だめ 1個につき 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

空気だめの安全弁は，空気だめに設置する安全弁であり，設計基準対象施設として空気だめの

圧力が最高使用圧力となった場合に開動作して最高使用圧力以下に維持するために設置する。 

重大事故等対処設備としては，空気だめの圧力が重大事故等時における使用圧力になった場合

に開動作して重大事故等時における使用圧力以下に維持するために設置する。 

 

1. 吹出圧力 

設計基準対象施設として使用する空気だめの安全弁の吹出圧力は，空気だめの最高使用圧力

と同じ 3.24MPa とする。 

 

空気だめの安全弁を重大事故等時において使用する場合の吹出圧力は，設計基準対象施設と

同様の使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，3.24MPa とする。 

 

2. 個数 

空気だめの安全弁は，設計基準対象施設として空気だめの圧力を最高使用圧力以下に維持す

るために必要な個数である空気だめ 1個につき 1個とし，合計 6個設置する。 

 

重大事故等時に使用する空気だめの安全弁は，設計基準対象施設として合計 6 個設置してい

るものを重大事故等対処設備として使用する。 
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    2.1.1.3.3 圧縮機 

名 称 空気圧縮機 

容 量 m3/h/個 以上(  )  

吐 出 圧 力 MPa  以上(  )  

個 数 ― 6（ディーゼル機関 1個につき 2） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

空気圧縮機は，設計基準対象施設としてディーゼル機関始動のための始動用空気を空気だめへ

充気するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する空気圧縮

機は，以下の機能を有する。 

 

空気圧縮機は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合

において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停

止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給する非常

用ディーゼル発電設備のディーゼル機関を始動するために設置する。 

空気圧縮機は，ディーゼル機関の自動始動に必要な圧縮空気を空気だめに供給できる設計とす

る。 

 

1. 容量 

設計基準対象施設として使用する空気圧縮機の容量は，ディーゼル機関 1 回の自動始動によ

る定格圧力からの圧力降下分を 2 個の空気圧縮機で空気だめを 10 分以内に定格圧力まで充気

できる容量とする。 

上記の条件を満足する空気圧縮機の必要容量は，下記のように求める。 

 

Ｑ ：空気圧縮機必要容量 (m3/h/個) 

Ｖ ：空気だめ容量 (m3) ＝ 3.0 

Ｐ１ ：1 回の自動始動による定格圧力からの圧力降下 (MPa)  

＝  （kg/cm2）×9.80665×10-2（cm/s2）（メーカ実績より） 

Ｐ０ ：大気圧 (MPa［abs］)＝1（kg/cm2）×9.80665×10-2（cm/s2） 

ｔ ：時間 (min) ＝10 

Ｑ ＝ 

Ｖ × 
Ｐ１ 

× 
1 

＝ 

3.0 × 
 ×9.80665×10-2 

× 
1 

＝  m3/h 
Ｐ０ 1×9.80665×10-2 

 
ｔ 

 
Ｎ 10 

60 

2 

60 
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Ｎ ：ディーゼル機関 1個の空気圧縮機の個数 ＝2 

 

上記から，空気圧縮機の容量は，  m3/h を上回る容量とし，  m3/h/個以上とする。 

 

空気圧縮機を重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象施設と同様の使用

方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，  m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，要求される値と同じ  m3/h/個とする。 

 

2. 吐出圧力 

設計基準対象施設として使用する空気圧縮機の吐出圧力は，空気だめの圧力低警報設定値（急

速始動最低圧力）  MPa を上回る圧力とし，  MPa 以上とする。 

 

空気圧縮機を重大事故等時において使用する場合の吐出圧力は，設計基準対象施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，  MPa 以上とする。 

 

公称値については，要求される吐出圧力を上回る  MPa とする。 
 

3. 個数 

空気圧縮機は，設計基準対象施設としてディーゼル機関始動のための始動用空気を空気だめ

へ充気するために必要な個数であるディーゼル機関 1個につき 2個とし，合計 6個設置する。 

 

空気圧縮機は，設計基準対象施設として 6 個設置しているものを重大事故等対処設備として

使用する。 
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   2.1.1.4 燃料デイタンク又はサービスタンク 

名 称 燃料ディタンク 

容 量 m3/個 12.6 以上(18) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

個 数 ― 3（ディーゼル機関 1個につき 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

燃料ディタンクは，設計基準対象施設として軽油タンクから供給された燃料油を貯蔵するとと

もに，ディーゼル機関の連続運転に必要な燃料油を確保するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する燃料ディ

タンクは，以下の機能を有する。 

 

燃料ディタンクは，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した

場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運

転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を供給する

非常用ディーゼル発電設備のディーゼル機関を連続運転可能とするために設置する。 

燃料ディタンクは，軽油タンクより供給された燃料油を貯蔵し，ディーゼル機関の連続運転に

必要な燃料油を供給できる設計とする。 

 

1. 容量 

設計基準対象施設として使用する燃料ディタンクの容量は，ディーゼル機関定格出力で  時

間の連続運転が可能な容量とする。 

 

Ｖ＝ 
Ｎ×Ｃ×Ｈ 

＋Ｄ 
γ 

  

＝ 
5000× ×  

＋ ＝12.51≒12.6m3 
 

 

Ｖ：燃料ディタンク必要容量 (m3) 

Ｎ：発電機定格出力 (kW) ＝5000 

Ｃ：燃料消費率 (kg/kW・h)＝ （メーカ実績） 

これにマージン 3％を考慮し， 
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Ｃ＝  とする。 

Ｈ：連続運転時間 (h) ＝  

γ：燃料油の密度 (kg/m3) ＝ （設計値） 

Ｄ：燃料ディタンク死容積 (m3) ＝  

 

以上より，燃料ディタンクの容量は，12.6m3を上回る容量として,12.6m3/個以上とする。 

 

燃料ディタンクを重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，12.6m3/個以上とする。 

 

公称値については，要求される容量を上回る 18m3/個とする。 

 

2. 最高使用圧力 

設計基準対象施設として使用する燃料ディタンクの最高使用圧力は，燃料ディタンクが大気

開放タンクであることから，静水頭とする。 

 

燃料ディタンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度 

設計基準対象施設として使用する燃料ディタンクの最高使用温度は，非常用ディーゼル発電

設備室内設計条件の最高温度 45℃を考慮し，50℃とする。 

 

燃料ディタンクを重大事故等時において使用する場合の最高使用温度は，設計基準対象施設

と同様の使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，50℃とする。 

 

4. 個数 

燃料ディタンクは，設計基準対象施設としてディーゼル機関の連続運転するために必要な個

数であるディーゼル機関 1個につき 1個とし，合計 3個設置する。 

 

重大事故等時に使用する燃料ディタンクは，設計基準対象施設として 3 個設置しているもの

を重大事故等対処設備として使用する。 
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  2.1.2 燃料設備 

   2.1.2.1 ポンプ 

名 称 燃料移送ポンプ 

容 量 m3/h/個  以上 (  ) 

吐 出 圧 力 MPa  以上 (  ） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

原 動 機 出 力 kW/個 2.2 

個 数 ― 3（ディーゼル機関 1個につき 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

燃料移送ポンプは，設計基準対象施設として軽油タンクから燃料ディタンクまで燃料を移送す

るために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する燃料移送

ポンプは，以下の機能を有する。 

 

燃料移送ポンプは，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した

場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運

転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保する

ために設置する。 

系統構成は，燃料移送ポンプを用いて，重大事故等対処設備へ給電する非常用ディーゼル発電

設備の燃料を軽油タンクから燃料ディタンクへ供給できる設計とする。 

 

1. 容量 

設計基準対象施設として使用する燃料移送ポンプの容量は，ディーゼル機関定格出力運転時

の燃料消費量以上を供給可能な容量としている。 

 

Ｑ＝ 
Ｎ×Ｃ 

  γ 

 

＝ 
5000×  

＝   ≒   m3/h 
 

 

Ｑ：燃料移送ポンプ必要容量 (m3/h) 
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Ｎ：発電機定格出力 (kW) ＝5000 

γ：燃料の密度 (kg/m3) ＝ （設計値） 

Ｃ：燃料消費率 (kg/kW・h)＝ （メーカ実績） 

これにマージン  ％を考慮し，Ｃ＝  とする。 

 

以上より，燃料移送ポンプの容量は  m3/h となるが，供給能力に十分余裕をみて，必要

容量の 2 倍の容量とし，  m3/h×2＝  m3/h/個以上とする。 

 

燃料移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象施設と同様な

使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，  m3/h/個以上とする。 

 

公称値については，要求される容量を上回る  m3/h/個とする。 

 

2. 吐出圧力 

設計基準対象施設として使用する燃料移送ポンプの吐出圧力は，燃料移送ポンプから燃料デ

ィタンクに燃料を移送するときの水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管及び弁類圧

損を基に設定する。 

 

      水源と移送先の圧力差     約 0MPa 

      静水頭            約 0.15MPa 

      機器圧損           約  MPa 

      配管及び弁類圧損       約 0.22MPa 

            合 計      約  MPa 

 

以上より，燃料移送ポンプの吐出圧力は約  MPa を上回る  MPa 以上とする。 

 

燃料移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の吐出圧力は，設計基準対象施設と同

様の使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，  MPa 以上とする。 

 

公称値については，要求される吐出圧力と同じ  MPa とする。 

 

3. 最高使用圧力 

設計基準対象施設として使用する燃料移送ポンプの最高使用圧力は，締め切り運転時の圧力

である 0.98MPa とする。 

 

燃料移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，0.98MPa とする。 
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4. 最高使用温度 

設計基準対象施設として使用する燃料移送ポンプの最高使用温度は，主配管「非常用ディー

ゼル発電設備燃料油系」の最高使用温度に合わせ，66℃とする。 

 

燃料移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象施設と同様の

使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，66℃とする。 

 

5. 原動機出力 

設計基準対象施設として使用する燃料移送ポンプの原動機出力は，流量  m3/h 時の軸動力

を基に設定する。 

 

燃料移送ポンプの流量が  m3/min（＝  m3/h），全圧力  MPa とすると，その時

の同ポンプに必要な軸動力は下記の式より 1.1kW となる。 

 

ポンプの軸動力 Ｐ＝  ×100＝      ＝          ×100＝1.1kW 

 

 

η＝  ×100              Ｐuは，次の式によって求める。 

 

η ：ポンプ効率 (%)           Ｐu＝   ・Ｑ・ｐ 

 

Ｐ ：軸動力 (kW)             Ｑ ：吐出し量 (m3/min) 

Ｐu ：水動力 (kW)             ｐ ：全圧力 (MPa) 

                  

（引用文献：日本工業規格 ＪＩＳ Ｂ ８３１２(2002)  

「歯車ポンプ及びねじポンプ－試験方法」） 

 

ここで， η＝  ％， Ｑ＝ 4 m3/h＝  m3/min， ｐ＝  MPa 

 

以上より，燃料移送ポンプの原動機出力は，軸動力 1.1kW を上回る出力とし，2.2kW/個とす

る。 

 

燃料移送ポンプを重大事故等時において使用する場合の原動機出力は，設計基準対象施設と

同様の使用方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，2.2kW/個とする。 

 

6. 個数 

103・Ｑ・p 

60・η 

103× ×  

60×  

Ｐu
η 

Ｐu 

Ｐ 

103 

60 
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燃料移送ポンプ（原動機含む。）は，設計基準対象施設として軽油タンクから燃料ディタン

クまで燃料を移送するために必要な個数であるディーゼル機関 1個につき 1個とし，合計 3個

設置する。 

 

燃料移送ポンプは，設計基準対象施設と同様の使用方法であるため設計基準対象施設として

3 個設置しているものを重大事故等対処設備として使用する。 
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   2.1.2.2 容器 

名 称 軽油タンク（重大事故等時のみ 6,7 号機共用） 

容 量 kL／個  以上(565) 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

個 数 ― 2 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

軽油タンクは，設計基準対象施設として 7日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用ディーゼ

ル発電設備の連続運転により必要とする電力を供給できるよう，7 日間分の容量以上の燃料を貯

蔵するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置

（非常用ディーゼル発電設備）として使用する軽油タンクは，以下の機能を有する。 

 

軽油タンクは,設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合

において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停

止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するた

めに設置する。 

系統構成は，非常用ディーゼル発電設備へ軽油タンクから燃料移送ポンプを用いて燃料を供給

できる設計とする。 

 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置

（代替交流電源設備，緊急時対策所代替電源設備，監視測定設備用電源設備）として使用する軽

油タンクは，以下の機能を有する。 

 

軽油タンクは,設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合

において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停

止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するた

めに設置する。 

系統構成は，軽油タンクからタンクローリ（4kL）を使用し，電源車，5号機原子炉建屋内緊急

時対策所用可搬型電源設備及びモニタリングポスト用発電機へ燃料を供給，又はタンクローリ

（16kL）を使用し，第一ガスタービン発電機用燃料タンクへ燃料を供給できる設計とする。 

 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち補機駆動用燃料設備として使用する軽

油タンクは，以下の機能を有する。 



 

18 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
5-
8
-
1 
R
0 

 

軽油タンクは，重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，

貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷

を防止するために必要な設備の補機駆動用燃料を貯蔵するために設置する。  

系統構成は，軽油タンクからタンクローリ（4kL）を使用し，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）

燃料タンク，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）燃料タンク，大容量送水車（原子炉建屋放水設備

用）燃料タンク，大容量送水車（海水取水用）燃料タンク及び大容量送水車（熱交換器ユニット

用）燃料タンクへ燃料を供給できる設計とする。 

 

1. 容量 

設計基準対象施設として使用する軽油タンクの容量は，設計基準事故に対処するために非常

用ディーゼル発電設備 2基が定格で 7日間連続運転可能な容量，試験で使用する容量及び無効

容量を基に設定する。 

① 非常用ディーゼル発電設備 2基を定格で 7日間運転可能な容量 ：  kL 

② 試験で使用する容量                    ：  kL 

③ 無効容量                         ：  kL 

④ 合計                           ：  kL 

 
上記から，設計基準対象施設として使用する軽油タンクの必要容量は，  kL/個以上とす

る。 

 

重大事故等対処設備として使用する軽油タンクの容量は，必要な各機器を 7日間運転継続可

能な容量を基に設定する。 

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において想定した事故シーケンス

において，軽油タンクの燃料消費量が最も厳しくなるのは，崩壊熱除去機能喪失事象であり,使

用機器及び燃料消費量を表 1に示す。 

表 1より，使用機器の 7日間運転継続に必要な燃料は,504.3kL となる。 

以上より，軽油タンクの容量は，設計基準対象施設の必要容量である  kL を下回るため，

設計基準対象施設と同仕様で設計し，  kL/個以上となる。 

 

公称値については，要求される容量  kL を上回る 565kL/個とする。 
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表 1 崩壊熱除去機能喪失事象における使用機器及び燃料消費量 

使用機器 
個数 

（個） 

燃料消費率

（kL/h） 

燃料消費率 

（kL/7 日間） 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 8   

電源車 4   

第一ガスタービン発電機＊1 2  ＊2  

モニタリングポスト用発電機 3   

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用

可搬型電源設備 
1   

大容量送水車（熱交換器ユニット

用） 
2   

計 504.3 

注記＊1：保管時にガスタービン発電機用燃料タンクに保有されている燃料は保守的に考慮せ

ず，軽油タンクから補給される燃料のみ考慮し評価を行う。 

＊2：第一ガスタービン発電機の定格時の燃費消費量は  kL/h となるが，本評価にお

ける燃費消費量は第一ガスタービン発電機使用時の実負荷を考慮した燃費消費量と

する。 

 

2. 最高使用圧力 

設計基準対象施設として使用する軽油タンクの最高使用圧力は，軽油タンクが開放型タンク

であることから，静水頭とする。 

 

軽油タンクを重大事故等時において使用する場合の圧力は，軽油タンクが開放型タンクであ

ることから,設計基準対象施設と同仕様で設計し，静水頭とする。 

 

3. 最高使用温度 

設計基準対象施設として使用する軽油タンクの最高使用温度は，軽油タンクが開放型タンク

であることから，外気の温度＊3を上回る 66℃とする。 

 

軽油タンクを重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象施設と同様の使用

方法であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，66℃とする。 

 

注記＊3：外気の温度は，柏崎市の過去最高気温（37.6℃）を上回る，柏崎市の観測記録に基づ

く年超過確率 10-4の気温である 38.8℃とする。 

 

4. 個数 

軽油タンクは，設計基準対象施設として非常用ディーゼル発電設備 2基が定格で 7日間連続
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運転可能な燃料を貯蔵するために必要なものを 2個設置する。 

 

重大事故等時に使用する軽油タンクは，設計基準対象施設として 2個設置しているものを重

大事故等対処設備として使用する。 
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   2.1.2.3 主配管 

名 称 

軽油タンク 

～ 

燃料移送ポンプ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.10 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 76.3 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，軽油タンクと燃料移送ポンプを接続する配管であり，設計基準対象施設及び重大事

故等対処設備として非常用ディーゼル発電設備の運転に必要な燃料を供給するために設置する。 

 

1. 最高使用圧力 

設計基準対象施設として使用する本配管の最高使用圧力は，軽油タンクの最高使用圧力を上

回る 0.10MPa とする。 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象施設と同様の使用方法

であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，0.10MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

設計基準対象施設として使用する本配管の最高使用温度は，軽油タンクの最高使用温度と同

じ 66℃とする。 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象施設と同様の使用方法

であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，66℃とする。 

 

3. 外径 

本配管を設計基準対象施設として使用する場合の外径は，軽油タンクから供給される燃料は

油であるため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの配管実績に基づ

いた標準流速を目安に選定し，76.3mm とする。 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象施設と同様の使用方法

であるため，設計基準対象施設と同じ 76.3mm とする。 
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外径 

Ａ 

厚さ 

Ｂ 

呼び径 

 

流路面積 

Ｃ 

流量 

Ｄ 

流速＊ 

Ｅ 

標準流速 

 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

76.3 7.0 65 0.00305 4 0.4  

76.3 5.2 65 0.00341 4 0.3  

   注記＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
12 ∙ Ａ− 2 ∙Ｂ1000  

Ｅ＝
Ｄ

3600 ∙Ｃ 
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名 称 

燃料移送ポンプ 

～ 

燃料ディタンク 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.98 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 60.5 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

本配管は，燃料移送ポンプと燃料ディタンクを接続する配管であり，設計基準対象施設及び重

大事故等対処設備として非常用ディーゼル発電設備の運転に必要な燃料を供給するために設置

する。 

 

1. 最高使用圧力 

設計基準対象施設として使用する本配管の最高使用圧力は，燃料移送ポンプの最高使用圧力

と同じ 0.98MPa とする。 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の圧力は，設計基準対象施設と同様の使用方法

であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，0.98MPa とする。 

 

2. 最高使用温度 

設計基準対象施設として使用する本配管の最高使用温度は，軽油タンクの最高使用温度と同

じ 66℃とする。 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の温度は，設計基準対象施設と同様の使用方法

であるため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，66℃とする。 

 

3. 外径 

本配管を設計基準対象施設として使用する場合の外径は，軽油タンクから供給される燃料は

油であるため，エロージョン，圧力損失・施工性等を考慮し，先行プラントの配管実績に基づ

いた標準流速を目安に選定し，60.5mm とする。 

 

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，設計基準対象施設と同様の使用方法

であるため，設計基準対象施設と同じ 60.5mm とする。 
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外径 

Ａ 

厚さ 

Ｂ 

呼び径 

 

流路面積 

Ｃ 

流量 

Ｄ 

流速＊ 

Ｅ 

標準流速 

 

(mm) (mm) (A) (m2) (m3/h) (m/s) (m/s) 

60.5 5.5 50 0.00192 4 0.6  

   注記＊：流速及びその他のパラメータとの関係は以下のとおりとする。 

Ｃ＝π∙
12 ∙ Ａ− 2 ∙Ｂ1000  

Ｅ＝
Ｄ

3600 ∙Ｃ 
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  2.1.3 発電機 

   2.1.3.1 発電機 

名 称 発電機 

容 量 kVA/個 6250 

個 数 ― 3（ディーゼル機関 1個につき 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

発電機は，設計基準対象施設として設計基準事故時に発電用原子炉施設の安全性を確保する

ために必要な装置の機能を維持するため，運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時にお

いて工学的安全施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するために必要

な電力を供給し，工学的安全施設等の設備が必要とする電源が所定の時間内に所定の電圧に到

達し，継続的に電力を供給するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する発電機

は，以下の機能を有する。 

 

発電機は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合に

おいて炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停

止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するた

めに設置する。 

発電機は，重大事故等対処設備へ給電できる設計とする。 

 

1. 容量 

発電機の容量に関しては，Ⅴ-1-9-1-1「非常用発電装置の出力の決定に関する説明書」に

て説明する。 

 

2. 個数 

発電機は，設計基準対象施設として工学的安全施設等の設備が必要とする電力を供給する

ために必要な個数である各系列に 1個とし，合計 3個（ディーゼル機関 1個につき 1個）設

置する。 

発電機は，設計基準対象施設として 3個設置しているものを重大事故等対処設備として使

用する。 
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   2.1.3.2 励磁装置 

名 称 励磁装置 

容 量 kW/個 30 

個 数 ― 3（発電機 1個につき 1） 

【設 定 根 拠】 

（概要） 

・設計基準対象施設 

励磁装置は，設計基準対象施設として設計基準事故時に発電用原子炉施設の安全性を確保す

るために必要な装置の機能を維持するため，運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時に

おいて工学的安全施設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するために必

要な電力を供給し，工学的安全施設等の設備が必要とする電源が所定の時間内に所定の電圧に

到達し，継続的に電力を供給する発電機を励磁するために設置する。 

 

・重大事故等対処設備 

重大事故等時にその他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備として使用する励磁装

置は，以下の機能を有する。 

 

励磁装置は，設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合

において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転

停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保する

発電機を励磁するために設置する。 

励磁装置は，重大事故等対処設備へ給電する発電機を励磁できる設計とする。 

 

1. 容量 

設計基準事故時に使用する励磁装置の容量は，発電機のメーカによる開発段階で，30kW の

容量であれば，発電機の励磁に関して，性能上問題ないことを確認している。 

以上より，励磁装置の容量は 30kW/個とする。 

励磁装置を重大事故等に使用する場合の容量は，設計基準対象施設と同様の使用方法であ

るため，設計基準対象施設と同仕様で設計し，30kW/個とする。 

 

2. 個数 

励磁装置は，設計基準対象施設として発電機を励磁するために必要な個数である発電機 1

個につき 1個とし，合計 3個設置する。 

励磁装置は，設計基準対象施設として 3個設置しているものを重大事故等対処設備として

使用する。 

 

 

 
 



その他発電用原子炉の附属施設のうち非

常用電源設備のうち非常用発電装置（非

常用ディーゼル発電設備）に係る機器の

配置を明示した図面（その1）

工事計画認可申請 第9-1-1-1-1-1図

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

9423

注：寸法はmmを示す。

注記＊1：ディーゼル機関及び発電機を示す。

　　＊2：下記設備は，ディーゼル機関と同一箇所に取付。

　　　　 調速装置，非常調速装置，機関付清水ポンプ

　　＊3：下記設備は，空気だめと同一箇所に取付。

　　　　 空気だめの安全弁

非常用

ディーゼル発電機
＊1,＊2

非常用

ディーゼル発電機
＊1,＊2

非常用

ディーゼル発電機
＊1,＊2

空気だめ
＊3

空気だめ
＊3

空気だめ
＊3



    



工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称

その他発電用原子炉の附属施設のうち非

常用電源設備のうち非常用発電装置（非

常用ディーゼル発電設備）に係る機器の

配置を明示した図面（その3）

第9-1-1-1-1-3図

0306

注：寸法はmmを示す。

空気圧縮機

空気圧縮機
空気圧縮機

燃料ディタンク

燃料ディタンク
燃料ディタンク



PN

 名　称  燃料移送ポンプ　　

取付箇所 屋外 T.M.S.L.12000mm

 名　称  燃料移送ポンプ　　

取付箇所 屋外 T.M.S.L.12000mm

 名　称  軽油タンク（重大事故等時のみ6,7号機共用）

取付箇所 屋外 T.M.S.L.12000mm

第9-1-1-1-1-4図

0204

その他発電用原子炉の附属施設のうち非常

用電源設備のうち非常用発電装置（非常用

ディーゼル発電設備）に係る機器の配置を

明示した図面（その4）

工事計画認可申請

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

東京電力ホールディングス株式会社

名

称































 

 

K7 ① 9-1-1-1-2-1～14 R0 

1
 

第 9-1-1-1-2-1～14 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配

置を明示した図面 別紙 1 

工事計画抜粋 

変 更 前 変 更 後 

NO.＊3 
名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

（℃） 

外 径 

（mm） 

厚 さ 

（mm） 
材 料 名 称 

最高使用 

圧 力 

（MPa） 

最高使用 

温 度 

（℃） 

外 径 

（mm） 

厚 さ 

（mm） 
材 料 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 

燃
料
油
系 

― 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 

燃
料
油
系 

＊1 

軽油タンク 

～ 

燃料移送ポンプ 0.10 66 

76.3＊2 7.0＊2 STPT410 1 

76.3＊2  (7.0＊2) STPT410 2 

76.3＊2 5.2＊2 STPT410 3 

燃料移送ポンプ 

～ 

燃料ディタンク 
0.98 66 

60.5＊2 5.5＊2 STPT410 4 

60.5＊2 5.5＊2 SUS304TP 5 

 注記＊1 ：本設備は既存の設備である。 

   ＊2 ：公称値を示す。 

   ＊3 ：第 9-1-1-1-2-1～14 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）に

係る主配管の配置を明示した図面に記載の丸番号を示す。 

 



 1

第 9-1-1-1-2-1～14 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置

（非常用ディーゼル発電設備）に係る主配管の配置を明示した図面 別紙 2 

工事計画記載の公称値の許容範囲 
［主配管］ 

管ＮＯ.1＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 76.3 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 7.0 ±12.5％ 同上 

 

管ＮＯ.2＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 76.3 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 7.0 
＋12.5％ 

 mm 

【プラス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

【マイナス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

 

管ＮＯ.3＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 76.3 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 5.2 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

 

管ＮＯ.4＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 60.5 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 5.5 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 
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 2

工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 

 

管ＮＯ.5＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 60.5 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 5.5 
 mm 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 

注記＊：管の基本板厚計算書のＮＯ.を示す。 
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第 9-1-1-1-4-5 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置

（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 燃料移送ポンプ 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［燃料移送ポンプ］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根  拠 

吸込内径 65 ±2mm ＪＩＳ Ｂ ２２０３による材料公差 

吐出内径 50 ±1.5mm 同上 

たて 275  mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

横 490  mm 同上 

高さ 135  mm 同上 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 9-1-1-1-4-6 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置

（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 軽油タンク（その 1） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［軽油タンク（その 1）］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根  拠 

胴内径 9800 ±27mm 製造能力・製造実績を考慮したメーカ基準 

側板厚さ  
 

  mm 
当社要求仕様 

底板厚さ  
＋規定しない 

  mm 
製造能力・製造実績を考慮したメーカ基準 

屋根板厚さ  
 

  mm 
当社要求仕様 

管台外径（液出口） 76.3 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

管台厚さ（液出口） 7 ±12.5％ 同上 

側マンホール外径 712 ±10mm ＪＩＳ Ｂ ０４０１－１による材料公差 

側マンホール厚さ  
 

  mm 
当社要求仕様 

側マンホールふた厚さ 40 
＋2mm 

0mm 
ＪＩＳ Ｂ ２２３８による材料公差 

高さ 9500 ±27mm 製造能力・製造実績を考慮したメーカ基準 

 注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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第 9-1-1-1-4-7 図 その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用電源設備のうち非常用発電装置

（非常用ディーゼル発電設備）の構造図 軽油タンク（その 2） 別紙 

 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［軽油タンク（その 2）］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根  拠 

胴内径 9800 
(    mm) 

  ％ 

設計・建設規格ＰＶＣ－４１１０より，同

一断面における最大内径と最小内径の差は

1％以下。 

製造能力・製造実績を考慮したメーカ基準 

側板厚さ  
＋1.2mm 

  mm 

【プラス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３１９３による材料公差 

【マイナス側公差】 

当社要求仕様 

底板厚さ  
＋0.9mm 

  mm 

【プラス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３１９３による材料公差 

【マイナス側公差】 

製造能力・製造実績を考慮したメーカ基準 

屋根板厚さ  
＋1.1mm 

  mm 

【プラス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３１９３による材料公差 

【マイナス側公差】 

当社要求仕様 

管台外径（液出口） 76.3 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

管台厚さ（液出口）  
＋12.5％ 

 mm 

【プラス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

【マイナス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

側マンホール外径 711.2 
  mm 

  mm 
製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

側マンホール厚さ  
＋1.2mm 

  mm 

【プラス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３１９３による材料公差 

【マイナス側公差】 

当社要求仕様 

側マンホールふた厚さ  
＋1.2mm 

  mm 
同上 

高さ 9500   mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

 注 1 ：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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 注 2 ：（ ）付公差は最大と最小の差 
 



東京電力ホールディングス株式会社

名 

称

柏崎刈羽原子力発電所第７号機

工事計画認可申請 第9-1-1-1-4-8図

8Z03

その他発電用原子炉の附属施設のうち

非常用電源設備のうち非常用発電装置
(非常用ディーゼル発電設備)の構造図 発電機

(たて)4365 (横)4260

(
高
さ
)
2
4
51

注1:寸法はmmを示す。

注2:特記なき寸法は公称値を示す。

　発電機７Ｃ

　発電機７Ｂ

　発電機７Ａ

名　　　称 備　考

発電機一覧表



 

励磁装置 7C  

励磁装置 7B  

励磁装置 7A  

名   称 備 考 

励磁装置一覧表 

工事計画認可申請 

名 

称 

その他発電用原子炉の附属施設のうち非常

用電源設備のうち非常用発電装置(非常用

ディーゼル発電設備)の構造図 励磁装置 

第 9-1-1-1-4-9 図 

柏崎刈羽原子力発電所 第７号機 

東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

8824 



 

保護継電装置 7C  

保護継電装置 7B  

保護継電装置 7A  

名   称 備 考 

保護継電装置一覧表 

工事計画認可申請 

名 

称 

第 9-1-1-1-4-10 図 

柏崎刈羽原子力発電所 第７号機 

東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

8824 

発電機比率差動継電器                                                                                                                  発電機過電流継電器                                                                                                                  

発電機地絡継電器                                                                                                                  

発電機界磁地絡継電器                                                                                                                  

発電機過電圧継電器                                                                                                                  

発電機逆電力継電器                                                                                                                  

正 面 図                                                                                                                  

 

  

 

 

  

正 面 図                                                                                                                  

その他発電用原子炉の附属施設のうち非常用

電源設備のうち非常用発電装置(非常用

ディーゼル発電設備)の構造図 保護継電装置 


	【非公開】KK7添-1-016-1改1_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	③図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル





	⑤図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル






	DG機器配置図.pdfから挿入したしおり
	図面.pdfから挿入したしおり
	③図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル





	⑤図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル







	図面1.pdfから挿入したしおり
	図面.pdfから挿入したしおり
	③図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル





	⑤図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル







	図面2.pdfから挿入したしおり
	図面.pdfから挿入したしおり
	③図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル





	⑤図面.pdfから挿入したしおり
	【非公開】KK7添-1-016-1改0_工事計画審査資料　その他発電用原子炉の附属施設　非常用電源設備のうち非常用発電装置（非常用ディーゼル発電設備）（添付書類）.pdfから挿入したしおり
	【非公開】DG図面.pdfから挿入したしおり
	FIX【図-928】第9-1-1-1-3-4図　系統図　200318.pdfから挿入したしおり
	シートとシート ビュー
	モデル










